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して明治 32 年の耕地整理法，明治 41 年の水利組合法，昭































































制創出のための重要な改革であった。昭和 22 年から同 25
年までに国有地の開放などと合わせて 193 万 ha の耕作地
が買収され，475 万戸の旧小作農に売り渡された。この結
果，戦前に小作地率が 46～48％であったものが農地改革





















































は 1,788，面積約 112 万 ha, 旧耕地整理組合から組織変更
した地区数は 1,375，面積約 23 万 ha で，このほか新設の
地区数は 1,631，面積約 45 万 ha を合わせ，全体で地区数
は 4,794，面積は約 180 万 ha であった。その後，全国で土
地改良区への改組が進み，昭和 36 年には土地改良区連合
































































を当初の 5 人から 15 人に引き上げ，さらに，事業参加資











れた農業水利基幹施設（末端受益面積が 100 ha）は，表 2 に
示すように，点施設として貯水池 1,271 カ所，頭首工 1,948
カ所，水門等 1,068 カ所，管理施設 254 カ所，機場 2,877
カ所，計 7,418 カ所，線施施設として水路 50,686 km, 集水
渠 62 km, 計 50,746 km である18）。この結果，わが国の農
業水利資産の蓄積は，昭和 62 年度に 15 兆円（このうち基
幹的農業水利施設 7 兆円），平成 14 年度に 25 兆円（同 14
兆円），平成 21 年度に 32 兆円（同 18 兆円）となった19）。
　次に，平成 27 年度時点の田畑の整備状況を見たのが表
















平成 29 年までの推移を見たのが図 1 である。水稲の反収
は 300 kg/10a から 500 kg/10a へと増大し，さらに生産農





培の直接労働時間数は減少し，図 2 に見るように，昭和 35
年に 173 時間/10a であったものが平成 27 年には 23 時間/ 
10a と 55 年間に約 1/8 に減少した21）。農作業における労





表 3　田畑の整備状況（平成 27 年度現在）






播栽培が推奨され，図 3 に見るように平成 13 年頃より栽
培面積が増加傾向を示し，平成 26 年では直播栽培面積は
約 2.7 万 ha となった。このうち，湛水直播栽培面積は約 1.8
万 ha，乾田直播栽培面積は約 0.9 万 ha で，これは全国の










　ここで，農林水産省による平成 13～15 年の全国 436 地
区の実証結果26） に基づいて，直播栽培と移植栽培の労働時
間やコスト，反収などを比較してみよう。労働時間は直播





培が 103,499 円/10a であるのに対して直播栽培は 92,618
円/10a と，直播栽培が 11％低くなっている。水稲反収に
ついては，移植栽培が 526 kg/10a であるのに対して直播



















合員の数が 1,000 人未満の場合は 30 人以上，1,000 人以上
5,000 人未満の場合は 40 人以上，5,000 人以上 10,000 人未
















の 4,700 余りの地区から都道府県別に 133 の土地改良区を
抽出し，近年の 1 地区当たりの受益面積，組合員数，総代
数，専任職員数，経常賦課金（事務局経費や施設の維持管理
経費）について見たのが表 4 である。受益面積は 4,474 ha, 
組合員数は 5,887 人，総代数は 67 人，職員数は 13 人，経
常賦課金は 3,815 円/10a であった。なお，土地改良区の専
任職員 1 人当たりの受益面積は 344 ha である。
　土地改良区の運営にかかわる経常賦課金はほとんどの地
区で地積割り（10a）を基準にしているが，農林水産省の













分水口に流量計を設置し，10a 当り補給量 300 m3 までの地
区は 1,500 円/10a とし，300 m3 を超過する地区では超過水
量 1 m3 につき 8 円を加算するものである。なお，本地区で
は，上限値を 5,000 円/10a としている。ただし，補給水量
が 10a 当たり 3,000 m3 を超過する地区では 1,000 円/10a，








池の配水実績水量（前年度より過去 5 年間の 10a 当たりの
平均配水量）として 10 m3 未満は 600 円，10～200 m3 未満
は 900 円，200～600 m3 未満は 1,000 円，600～900 m3 未満




















昭和 55 年度には全国の 52 団体で実施していたが，公共事
業の進展や山林価格の暴落などもあり減少傾向となり，平
成 22 年度には 5 団体（宮城県登米市，富山県朝日町，岐
阜県羽島市，高知県いの町，熊本県湯前町）のみとなった。
これらの団体では，土地について 10a 当たり 1,000～4,000
円，家屋 1 棟当たり 200 円の課税額が規定で設定されてい
るが，現在ではほとんど実施されていない29）。









傾向にある中で，近年は 4,000～5,000 円/10a の水準にある。
このトレンドに比例するように，物財費に占める割合も変
動し，昭和 43 年に一度ピークを示し 8％程度となった。
その後は 6～7％の範囲で安定した変動を見せたが，平成 3









































　土地改良区は，環境目標として平成 17～19 年度の 3 カ年















年度が 6,600 円/10a であったものが，土地改良区の経営努












ち，1）過去半世紀に農業の GDP に占める割合は 9％から
1％に低下，2）労働力人口に占める割合は 28％から 4％へ
と低下，3）耕地面積は 1/4 に減少，5）食料自給率が 1960
年の 79％から 2010 年の 39％に低下，6）農業生産額に占
める野菜の割合は 1960 年の 9％から 28％に増加し米を凌











　その後，平成 28 年 6 月に日本経済再生本部より「日本










　①　今後 10 年間（2023 年まで）で全農地面積の 8 割が
担い手によって利用される
　②　今後 10 年間（2023 年まで）で資材・流通面等での
産業界の努力も反映して担い手のコメの生産コスト
を現状全国平均比 4 割削減する
　③　今後 10 年間（2023 年まで）で法人経営体数を 2010
年比約 4 倍の 5 万法人とする
　④　6 次産業化の市場規模を 2020 年に 10 兆円とする
　⑤　酪農について 2020 年までに 6 次産業化の取組件数
を 500 件にする














































管理機構の寄与度は平成 28 年度末で 18％となっている。
　以上のように，農地集積による農業生産コスト低減に向
































46％と 54％であったものが，昭和 50 年代から急変し，平







































を見ると，共同活動は全国の 19,000 余組織で約 147 万 ha
（田が約 103 万 ha, 畑が約 36 万 ha, 草地が約 8 万 ha）で取
組まれた。向上活動は全国の 8,200 余組織で約 40 万 ha（水























































































































　表 8 は平成 29 年 5 月現在の土地改良事業種別ごとの完
了地区数と発電出力をまとめたものである35）。完了地区総
数は 83 地区で，「かん排等土地改良事業」と「地域用水環
境整備事業」で 76 地区を占めている。総発電出力は 34,847 
kw で，1 地区当りの発電出力は 420 kw となっていて，「か
ん排等土地改良事業」地区での出力規模の大きいことがわ
かる。整備された大半の施設が最大出力 100 kW 以上 1,000 




元が明らかになっている 62 地区（水路利用形式 44 地区，
農業用ダム利用形式 18 地区）を対象に発電出力と建設費













利権従属方式が 48 地区，新規発電水利権方式が 1 地区，
農業用水水利権＋発電水利権併用方式が 6 地区，河川維持










　平成 24 年 7 月に再生可能エネルギーの普及・拡大を目
的とした固定価格買取制度が施行され，発電施設をすべて
新設する場合，20 年間の買取期間のもとに 200～1,000 kw
未満の出力では 29 円/kwh, 200 kw 以下の出力では 34 円/




　栃木県 N 土地改良区では，平成 4 年度年以後 7 基の発電
施設が建設され，年間 570 万 kwh の電力を管内の土地改
良施設へ供給するとともに，余剰分を売電し，農業用水路
等の維持管理費に充当している。これによって経常賦課金
が 5,000 円/10a（平成 5 年）から 2,000 円/10a（平成 25 年）
に低減した。
　埼玉県 S 土地改良区では平成 24 年度から発電を開始し，
年間 52.2 万 kwh の発生電力を利用して管内の施設の電力
源として利用するほかに，売電した収入の一部（約 62％）
を農業水利施設の維持管理費等の軽減に役立てている。
















し，それから 12 年後の文政 3 年に工事を着手し，文政 6 年
に用水路の建設が完了した。用水路は，櫛田川の取水口か






漑耕地（429 ha）へは 4 月下旬～8 月下旬までの期間に慣行






















された蓮ダム（総貯水量 3,260 万 m3，洪水調節容量 1,700
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the roles  land  improvement has played  in developing agriculture, promoting rural development, and 
creating today’s rural environment as well as reexamining current challenges faced by agriculture and 
rural environments  is necessary  to  re-envision  the  future of  Japanese agriculture.   First,  this paper 






and  fisheries  industries and thus strengthening Japan’s  international competitiveness  in  these sectors.  
The  long-term plan delineates priority goals,  and  this paper selects  several of  those  to evaluate  the 
potentially  important role  land  improvement could play  in meeting each goal.   Selected goals are  : 1) 
consolidate  agricultural  land  and  improve  infrastructure  to  reduce  production  cost  ;  2)  pursue 
environmentally friendly land improvement ; 3) strengthen the financial soundness of Land Improvement 
Districts ; and 4) enhance multifaceted uses of agricultural water, specifically for disaster prevention and 
rural environment creation.
Key words：Land Improvement Act, Land Improvement District, rural development, regional resources 
management, multifaceted functions of water
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